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令和３年３月 

嘉麻市人事秘書課 

嘉麻市男女共同参画推進課 

 

 

  

女性活躍推進法に基づく 

嘉麻市特定事業主行動計画 
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嘉麻市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画 

 

令和３年３月１８日   

嘉 麻 市 長   

嘉 麻 市 議 会 議 長 

嘉麻市選挙管理委員会 

嘉麻市教育委員会 

嘉麻市農業委員会 

嘉麻市監査委員 

嘉麻市水道事業 

   

 

 嘉麻市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画（以下「本計画」と

いう。）は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27年法律第 64号。以

下「法」という。）第 19条に基づき、嘉麻市長、嘉麻市議会議長、嘉麻市選挙管理委員

会、嘉麻市教育委員会、嘉麻市農業委員会、嘉麻市監査委員及び水道事業管理者の権限を

行う嘉麻市長が策定する特定事業主行動計画である。なお、この特定事業主行動計画は、

次世代育成支援対策推進法（平成 15年法律第 120号）第 19条に基づく特定事業主行動計

画も含むものである。 

 

１．計画期間  

  本計画の期間は、令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５年間とする。 

 

 

２．女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等  

  本市では、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、男女共同参画推進本

部において、本計画の策定・変更、本計画に基づく取組の実施状況・数値目標の達成状

況の点検・評価等について協議を行うこととしている。 

 

 

３．女性職員の活躍の推進に向けた数値目標  

  法第 15条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事

業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成 27年内閣府令第 61号。以下「内閣府令」

という。）第２条に基づき、市長部局、市議会事務局、選挙管理委員会事務局、教育委員

会事務局、農業委員会事務局、監査委員事務局及び水道局において、それぞれの女性職
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員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情について分析を行っ

た。 

 

○内閣府令第 2条に基づき、把握した項目 

①採用した職員に占める女性職員の割合 ４７．１％（令和２年４月１日） 

② 平均した継続勤務年数の男女の差異（離職率の男女の差異） 差異はない 

③ 職員一人当たりの各月ごとの超過勤務時間(平成３１年度実績) 

平成31年

４月 

令和元年５

月 

令和元年６

月 

令和元年

７月 

令和元年

８月 

令和元年

９月 

１６時間 １６時間 １３時間 １７時間 １１時間 １３時間 

令和元年

10月 

令和元年11

月 

令和元年12

月 

令和２年1

月 

令和２年2

月 

令和２年3

月 

１３時間 １６時間 ９時間 １０時間 １１時間 ２３時間 

④ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 ２０．５％（令和２年４月１日） 

⑤  各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 総合調整監級０％・課長級２１．

１％・課長補佐級３７．５％・係長級３７．１％（令和２年４月１日） 

⑥ 男女別の育児休業取得率及び平均取得期間（平成３１年度実績） 

性別 育児休業対象者 育児休業取得者 取得率 平均期間

（日） 

男性 ５人 １人 ２０％ ３２日 

女性 ７人 ７人 １００％ ５３２日 

⑦ 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得日数 

配偶者出産休暇 

対象職員数 

休暇取得者数 合計取得日数 平均取得日数 平均取得率 

５人 ２人 ６日 １．２日 ４０％ 

育児参加休暇 

対象職員数 

休暇取得者数 合計取得日数 平均取得日数 平均取得率 

   ５人    １人   ５日    １日    ２０％ 

 

○男女共同参画に関する職員アンケート結果より（令和２年１２月実施） 

  ＜一般職員（係長級以上を除く）＞ 

 ① 管理職になりたい・できればなりたい（男性２９．３％・女性９．９％） 

 ② 管理職になりたくない・できればなりたくない（男性７０．７％・女性９０．

１％） 
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 ③ 上記②の理由の主なもの（責任のある職に魅力を感じないから）（男性５８．６％・

女性４１．１％） 

上記②の理由の主なもの（自分の能力に自信ない）（男性５５．２％・女性６４．

４％） 

   上記②の理由の主なもの（管理業務を行いたくない）（男性３４．５％・女性２０．

５％） 

 上記②の理由の主なもの（家事、育児、子育てとの両立が困難）（男性１０．３％・

女性３５．６％） 

 ④ 育児休業を取得する男性が少ない理由（職場に迷惑がかかる） 

（男性４３．９％・女性３０．９％） 

 育児休業を取得する男性が少ない理由（育児休業の所得補償が十分でない） 

（男性２２．０％・女性２２．２％） 

育児休業を取得する男性が少ない理由（職場の理解がない） 

（男性１４．６％・女性２７．２％） 

 

 ⑤ 自分自身がハラスメントと受け取られる言動をする可能性がある 

思う・やや思う（男性５５．０％・女性２８．４％） 

思わない・あまり思わない（男性４２．５％・女性６９．１％） 

 

当該課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するため、次のとおり目標を設定する。 

なお、この目標は、市長部局、市議会事務局、選挙管理委員会事務局、教育委員会事

務局、農業委員会事務局、監査委員事務局及び水道局において、それぞれの女性職員の

職業生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情について分析を行った結

果、最も大きな課題に対応するものから順に掲げている。 

 

（１） 市長部局 

（２） 市議会事務局 

（３） 選挙管理委員会事務局 

（４） 教育委員会事務局 

（５） 農業委員会事務局 

（６） 監査委員事務局 

（７） 水道局 

 

① 令和８年度までに、係長の女性職員の割合を、少なくとも令和２年度の実績（３

７.１％）の約１割増の４０％以上にする。 
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② 令和８年度までに、管理的地位にある職員に占める女性割合を、令和２年度の実績

（２０．５％）より約２割増の２５％以上にする 

③ 令和８年度までに、月に４５時間以上超過勤務を行う年間延べ職員の割合を、平成

３１年度の実績（５％）より１％以上引き下げ、４％以下にする。 

 

４．女性職員の活躍の推進に向けた目標を達成するための取組及び実施時期  

 ３．で掲げた数値目標その他の目標の達成に向け、次に掲げる取組を実施する。 

なお、この取組は、市長部局、市議会事務局、選挙管理委員会事務局、教育委員会事務

局、農業委員会事務局、監査委員事務局及び水道局において、それぞれの女性職員の職業

生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情について分析を行った結果、最

も大きな課題に対応するものから順に掲げている。 

 

（１） 市長部局 

（２） 市議会事務局 

（３） 選挙管理委員会事務局 

（４） 教育委員会事務局 

（５） 農業委員会事務局 

（６） 監査委員事務局 

（７） 水道局 

 

① 令和３年度より、係長・課長補佐・課長の各役職段階における人材プールの確保を

念頭に置いた人材育成を継続的に行う。 

※人材プールとは、将来における重要なポジションにエントリーできる人材の準備

をする取組み 

(具体的な取組) 

・マネジメント能力向上や風通しの良い職場環境づくりの一助となる階層別研修を

実施する。 

・学習的な風土づくりの醸成や職員がともに育つ（共育）のための内部講師団を活

用し、継続的に職員のスキルアップを図る。 

 

② 令和３年度より、ハラスメントを意識しながら、働き方改革を推進し、併せてワー

クライフバランス推進に資するような効率的な業務運営や良好な職場づくり、人事

評価を継続的に実施する。 

（具体的な取組） 

・職員が、ハラスメントを意識しながら、「共育」できる状況を構築し、併せて職
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場内研修につなげることにより、継続的に風通しの良い職場環境づくりや学習的な

風土づくりの醸成を図る。 

 

③ 令和３年度より、ハラスメントを意識しながら、働き方改革を推進し、併せてノー

残業デイを利用し、管理職員が各職員に早期退庁を勧奨する。 

（具体的な取組） 

・事務のアウトソーシングやＲＰＡ等を活用しながら、事務の効率化を図りなが

ら、「おたがいさま意識」の醸成を図る。 

・人事秘書課と男女共同参画推進課と連携しながら、ワークライフバランスの推進

のために、ノー残業デイの啓発・推進を図る。 

 

④ 令和３年度より、会計年度任用職員について、必要な業務研修を実施する。 

（具体的な取組） 

   ・会計年度任用職員は、多様な職種が雇用されているので、それぞれの職種業務での

必要性を把握したうえで、職場内研修を図る。 

 

５．職員の仕事と子育ての両立を図るための取組及び実施時期 

 １ 勤務環境の整備に関する事項 

  (1) 母性保護の視点に立ち、生理休暇制度の周知をおこない、取得率の向上を図る。（実

施時期：継続実施） 

(2) 妊娠中及び産前産後期間に関する配慮 

   ① 妊産婦と子どもの健康に考慮し、産前８週間（多胎１４週）、産後期間１０週間

とする。（実施時期：継続実施） 

② 産前産後休暇取得に際しては、全職種について代替要員（嘱託・臨時職員含む。）

を配置する。（実施時期：継続実施） 

③ 妊産婦職員の深夜労働及び危険有害業務の制限の徹底、軽作業転換制度の周知徹

底を図る。（実施時期：継続実施） 

④  妊娠障害休暇（つわり休暇）制度の周知徹底と活用を促進する。（実施時期：

継続実施） 
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⑤  妊産婦職員の通勤緩和休暇制度の周知徹底を図り、活用を促進する。（実施時

期：継続実施） 

⑥  妊産婦職員の保健指導のための通院休暇制度の周知徹底とその活用を促進す

る。（実施時期：継続実施） 

⑦  妊産婦職員に対する健康や安全に配慮し、業務分担の見直しを行う。（実施時

期：継続実施） 

⑧  妊産婦職員から申し出があった場合、時間外勤務を命じない。（実施時期：継

続実施） 

⑨  全職員に対し、妊産婦及び出産や育児に関する休暇制度の周知を図り、妊産婦

に対する理解を深め、安心して出産できる職場作りを努める。（実施時期：継続

実施） 

   ⑩ 受動喫煙を防止するための対策を講じる。（実施時期：継続実施） 

 (3) 子どもの出産時における父親の休暇取得の促進 

   ① 配偶者の産前産後期間（産前６週（多胎１４週）、産後８週間の期間）における

男性職員の特別休暇（５日）の周知徹底と利用促進を図る。（実施時期：継続実施） 

   ② 出産補助休暇の利用を８０％以上とする。（実施時期：継続実施） 

  (4) 育児休業等の取得促進 

   ① 育児休業及び部分休業の制度や手続、経済的支援などの制度全体の仕組みがわか

る育児休業ハンドブック等を作成し、全職員に配布して取得促進を図る。（実施時

期：継続実施） 

   ② 妊娠を申し出た職員及び配偶者が妊娠した職員に対し、産休・育児休業等の制度・

手続きを個別に説明する。（実施時期：継続実施） 

   ③ 妊娠を申し出た職員及び小学校就学前の子がいる職員に対しての人事異動は特
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に配慮する。（実施時期：継続実施） 

   ④ 育児休業取得に際しては期間・職種を問わず適切な代替要員（会計年度任用職員

含む。）を必ず確保し、育児休業を取得しやすい職場環境をつくる。（実施時期：継

続実施） 

   ⑤ 時差出勤を行う職場においては、保育園等の送迎などを行う職員に配慮した勤務

時間を割振る。（実施時期：継続実施） 

⑥ 育児休業中の職員に対して、必要な職場情報の提供を行う。（実施時期：継続 

実施） 

⑦ 円滑な職場復帰を支援するため、職場復帰時にＯＪＴ研修等を行い、原職復帰 

を原則とする。（実施時期：継続実施） 

⑧ 取得状況を毎年公表し、取得促進を図る。（実施時期：継続実施） 

⑨  以上のような取り組みを通じて、女性職員の育児休業取得率を９０％以上、男性

職員の育児休業、配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇を含めた取得率を８

０％以上とする。（実施時期：継続実施） 

  (5) 子どもの看護休暇取得の促進 

   ① 子どもの看護休暇制度の周知徹底を図り、特に男性の活用を促進する。（実施時

期：継続実施） 

  (6)  介護休暇等の取得促進 

   ① 特別休暇での介護休暇（有給）制度の周知徹底を図り、特に男性の活用を促進す

る。（実施時期：継続実施） 

   ② 介護休暇（無給）制度の周知徹底を図り、特に男性の活用を促進する。（実施時

期：継続実施） 
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  (7) 超過勤務の縮減 

   ① 超過勤務又はサービス残業の実態調査を行い、超過勤務縮減策とサービス残業撲

滅策を講じる。（実施時期：継続実施） 

②  事務の簡素化等を行い超過勤務の縮減を進める。（実施時期：継続実施） 

③ 所属長は、水曜日をノー残業デーとして、定時退庁を促す。（実施時期：継続実

施） 

④ 所属長は、時間外勤務命令の事務処理を厳格に行い、不払い（サービス）残業

を認めない職場環境をつくる。（実施時期：継続実施） 

⑤ 人事当局は、３６協定を遵守し、超過勤務縮減を進める。（実施時期：継続実施） 

  (8) 年次休暇や連続休暇の取得促進 

   ① 所属長は、職員の年次休暇の利用促進を図るため、取得しやすい職場環境をつく

る。（実施時期：継続実施） 

   ② 代替職員が必要な職場の場合は、代替職員（会計年度任用職員含む。）を確保す

る。（実施時期：継続実施） 

  (9) 職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正促進 

   ① 男女平等参画を推進するため、ジェンダーフリーの考え方を促進する冊子作りや

学習会での意識啓発を行うこと。（実施定時期：継続実施） 

   ② ハラスメントの防止に関する研修会を全職員を対象に実施するとともにプライ

バシーを確保した利用しやすい相談体制を確立すること。（実施時期：継続実施） 

 ２ 地域における子育て支援策 

  (１) 子育てに関する地域貢献活動等 

   ① 子どもを対象とした職場見学ツアーを実施する。（実施時期：継続実施） 

  (２) 施設等の情報提供 
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   周辺地域の病時保育施設・子育て支援（サポートセンター）などの情報を随時提供す

る。（実施時期：継続実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


